
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （注）・｢国土交通省｣    ：国土交通省（新潟県、富山県、石川県に所在する事務所）、新潟港湾空港整備事務所、 
新潟港湾空港技術調査事務所、伏木富山港湾事務所、金沢港湾・空港整備事務所 

・｢国土交通省その他｣ ：山形県、福島県、長野県、岐阜県に所在する事務所 
・｢その他の国の機関｣ ：農林水産省、総務省、財務省、環境省、裁判所、国立大学、国立病院等 
・｢県｣        ：新潟県、富山県、石川県 
・｢政令市｣      ：新潟市 
・｢市町村｣      ：新潟県市町村、富山県市町村、石川県市町村 
・｢民間｣       ：東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、東日本旅客鉄道㈱、西日本旅客鉄道㈱、民間企 

業からの元請け業務、公益法人等（独立行政法人、地方公共法人財団法人、社団法人は 
すべて公益法人とする。） 

 

３．建設コンサルタントの受注動向 

記事提供：（一社）建設コンサルタンツ協会北陸支部 

前年度比 令和3年度 令和3年度

発注機関 地 区 （％） (10～12月) (累計)

[(A)/(B)*100] 設計解析 地質調査 測  量 合 計 設計解析 地質調査 測  量 合 計

10.2 27 3 6 36 58 234 33 36 303 353

新  潟 10.6 622 62 125 809 1,117 5,525 458 536 6,519 7,665

9.1 15 0 1 16 24 90 2 24 116 176

国土交通省 富  山 4.9 171 0 26 197 453 2,171 14 475 2,660 4,041

14.4 13 0 7 20 21 72 2 12 86 139

石  川 9.2 133 0 112 245 187 1,377 46 251 1,673 2,650

10.8 55 3 14 72 103 396 37 72 505 668

計 8.7 927 62 262 1,251 1,758 9,072 518 1,263 10,853 14,356

7.2 5 0 2 7 13 45 6 9 60 97

その他 6.4 74 0 77 151 290 1,045 137 185 1,366 2,345

7.2 5 0 2 7 13 45 6 9 60 97

計 6.4 74 0 77 151 290 1,045 137 185 1,366 2,345

24.0 4 1 1 6 3 25 6 1 32 25

新  潟 9.5 19 0 5 24 5 197 125 10 332 253

55.6 9 0 6 15 14 14 0 10 24 27

その他の 富  山 20.5 32 0 19 51 106 118 0 62 180 248

国の機関 7.7 0 0 1 1 2 8 0 2 10 13

石  川 0.0 0 0 0 0 3 64 0 42 106 117

33.8 13 1 8 22 19 47 6 13 66 65
計 12.1 51 0 23 75 113 379 125 114 618 618

19.1 149 38 20 207 198 516 153 62 731 1,086

新  潟 13.7 781 217 54 1,052 1,145 3,523 884 291 4,699 7,660

19.7 104 5 13 122 90 387 18 73 478 618

県 富  山 14.9 478 17 40 536 404 2,322 98 377 2,797 3,592

21.3 119 2 6 127 137 499 3 15 517 595

石  川 22.9 600 10 13 623 545 2,604 11 150 2,765 2,722

19.8 372 45 39 456 425 1,402 174 150 1,726 2,299

計 15.8 1,859 244 107 2,210 2,094 8,449 993 819 10,261 13,973

26.9 40 5 4 49 31 117 15 22 154 182

政令市 新潟市 15.5 197 13 16 225 168 646 69 182 897 1,452

26.9 40 5 4 49 31 117 15 22 154 182

計 15.5 197 13 16 225 168 646 69 182 897 1,452

18.8 45 8 25 78 68 254 25 104 383 414

新  潟 16.3 178 98 109 385 221 1,557 159 423 2,139 2,366

14.7 40 4 8 52 48 296 4 68 368 353

市 町 村 富  山 12.9 176 18 52 246 247 1,564 29 365 1,958 1,902

21.2 108 2 15 125 110 512 3 50 565 589

石  川 18.5 337 4 79 420 374 1,858 15 287 2,160 2,269

18.8 193 14 48 255 226 1,062 32 222 1,316 1,356

計 16.1 690 120 240 1,050 843 4,980 202 1,075 6,257 6,537

18.3 37 21 20 78 128 131 82 53 266 426

新  潟 8.9 131 30 42 203 367 715 234 131 1,080 2,280

25.0 17 2 8 27 27 43 5 24 72 108

民    間 富  山 28.2 85 4 15 104 57 223 7 46 277 367

22.4 48 69 12 129 137 166 185 50 401 575

石  川 38.1 413 207 13 634 266 1,668 447 95 2,210 1,663

21.1 102 92 40 234 292 340 272 127 739 1,109

計 21.8 629 241 70 940 690 2,607 688 272 3,567 4,311

18.3 302 76 76 454 486 1,277 314 278 1,869 2,486

新  潟 12.4 1,928 420 350 2,698 3,023 12,163 1,928 1,573 15,665 21,677

18.1 185 11 36 232 203 830 29 199 1,058 1,282

合    計 富  山 11.2 942 39 151 1,133 1,267 6,399 148 1,326 7,873 10,150

21.0 288 73 41 402 407 1,257 193 129 1,579 1,911

石  川 20.4 1,483 221 217 1,922 1,376 7,571 518 825 8,914 9,421

7.2 5 0 2 7 13 45 6 9 60 97

その他 6.4 74 0 77 151 290 1,045 137 185 1,366 2,345

19.0 780 160 155 1,095 1,109 3,409 542 615 4,566 5,776

計 13.5 4,427 681 795 5,904 5,956 27,178 2,731 3,909 33,818 43,592

上段:件  数      
下段:受注高(百万円)

令和4年度（10～12月） 令和4年度（累計）

国土交通省
その他

（Ａ）

（Ｂ）



（１）調査全体 

 調査全体での第３四半期（10～12 月）の受注において 10 月が 2％の減、11 月が 8％の

減、12 月が 11％の増となり、全体では 1％の減となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）設計解析部門 

 設計解析部門での第３四半期（10～12 月）の受注においては 10 月が 10%の減、11 月が

14%の減、12 月が 5％の増となり、全体的には 8％の減となった。 

発注機関別で見ると「県」「政令市」「民間」において 13~84％の増となり、「国土交通省」

「国土交通省その他」「その他の国の機関」「市町村」においては 4~73％の減であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（３）地質調査等部門 

 地質調査部門での第３四半期（10～12 月）の受注においては 10 月に 2％の増、11 月は 5％

の増、12 月に 2％の増となり、全体では 2％の増となった。 

 発注機関別で見ると「市町村」において 465％の増となり、「国土交通省」「国土交通省そ

の他」「県」「政令市」「民間」においては 0~100％の減であった。「その他の国の機関」に

おいては横ばいの 0％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）測量部門 

 測量部門での第３四半期（10～12 月）の受注においては 10 月に 56％の増、11 月が 52％

の増、12 月に 78％の増となり、全体では 60％の増となった。 

 発注機関別で見ると、「国土交通省」「国土交通省その他」「その他の国の機関」「市町村」

において 0～158％の増となり、「県」「政令市」「民間」においては 27~35％の減となった。 

 


